
○当ファンドは、投資信託約款において運用報
告書（全体版）に記載すべき事項を、電磁的
方法によりご提供する旨を定めております。

○運用報告書（全体版）は、受益者のご請求に
より交付されます。交付をご請求される方
は、販売会社までお問い合わせください。
右記＜照会先＞ホームページの「ファンドラ
インナップ」から当ファンドのファンド名称
を選択することにより、「各種資料」より運
用報告書（全体版）を閲覧およびダウンロー
ドすることができます。

＜照会先＞
●ホームページアドレス

http://www.ja-asset.co.jp/
●お客様専用フリーダイヤル

0120-439-244
(受付時間：営業日の午前９時～午後５時、
土・日・休日・12月31日～１月３日を除く)

〒102-0093　東京都千代田区平河町２－７－９

交 付 運 用 報 告 書

NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）
商品分類（追加型投信／国内／不動産投信／インデックス型）

第51期（決算日：2017年５月23日）　第52期（決算日：2017年６月23日）
第53期（決算日：2017年７月24日）　第54期（決算日：2017年８月23日）
第55期（決算日：2017年９月25日）　第56期（決算日：2017年10月23日）

作成対象期間：2017年４月25日～2017年10月23日

第56期末（2017年10月23日）
基 準 価 額 16,030円
純 資 産 総 額 661百万円

第51期～第56期
騰 落 率 △4.3％
分 配 金 合 計 210円

（注）騰落率は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算しています。

受益者の皆様へ
　平素は格別のお引立てに預かり厚く御礼申し上げます。
　「NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）」はこの度、第51期～第56期の決算を行い
ました。ここに、当作成期中の運用状況等をご報告申し上げます。
　この投資信託は、主としてわが国の取引所に上場されている不動産投資信託受益証券および不動産
投資法人投資証券（以下、総称して「不動産投資信託証券」といいます。）に投資し、東京証券取引
所が発表する東証REIT指数（配当込み）に連動した投資成果を目指して運用を行います。不動産投資
信託証券への投資にあたっては、東証REIT指数に採用されている銘柄（採用予定の銘柄を含みま
す。）に分散投資を行います。
　今後とも一層のお引き立てを賜りますよう、お願い申し上げます。
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1

NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

≪運用経過≫
【当作成期中の基準価額等の推移について】�（第10作成期：2017年４月25日～2017年10月23日）

・ベンチマークは、東証REIT指数（配当込み）です。
東証REIT指数の指数値及び東証REIT指数の商標は、㈱東京証券取引所の知的財産であり、株価指数の算出、
指数値の公表、利用など、東証REIT指数に関するすべての権利・ノウハウ及び東証REIT指数の商標に関する
すべての権利は㈱東京証券取引所が有します。㈱東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値の算出若しくは
公表の方法の変更、東証REIT指数の指数値の算出若しくは公表の停止又は東証REIT指数の商標の変更若しく
は使用の停止を行うことができます。㈱東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値の算出又は公表の誤謬、
遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、㈱東京証券取引所により、提供、保証又は販売されるも
のではなく、㈱東京証券取引所は本商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても、
責任を負いません。

・ベンチマークは、期首の値をファンドの基準価額と同一になるように指数化しています。
・分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド

の運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
・実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なりま

す。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すも
のではありません。

【基準価額の主な変動要因】
　基準価額は、当作成期首16,970円で始まり、J-REIT市場全体の動きを反映する形で推移し、当作
成期末（第56期末）には16,240円（当作成期間中の分配金累計（210円）込み）となりました。
　また、分配金（税込み）を再投資したベースの基準価額騰落率は4.3％の下落となりました。

□マイナス要因
　地政学リスクなどの外部環境に対する不透明感や国内長期金利の上昇等を背景に下落した事が、基
準価額のマイナス要因となりました。
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NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

■１万口当たりの費用明細

項 目
第51期～第56期
2017年４月25日

～2017年10月23日 項目の概要
金 額 比 率

円 ％
(ａ) 信託報酬 36 0.215 (ａ) 信託報酬＝作成期中の平均基準価額×信託報酬率

（投信会社） (14) (0.083) 投信会社によるファンドの運用の対価
（販売会社） (18) (0.108) 分配・換金・償還金の支払、運用報告書の送付、口座管理等に係る費用
（受託会社） (  4) (0.024) 受託会社によるファンド運用財産の保管、管理、運用指図実行等の対価

(ｂ) 売買委託手数料 0 0.002 (ｂ) 売買委託手数料＝作成期中の売買委託手数料÷作成期中の平均受益権口数
（投資信託証券） (  0) (0.002) 有価証券等を取引所で売買する際に売買仲介人に支払う手数料
（先物・オプション） (  0) (0.000) 先物・オプションを取引所で取引する際に売買仲介人に支払う手数料

(ｃ) その他費用 0 0.002 (ｃ) その他費用＝作成期中のその他費用÷作成期中の平均受益権口数
（監査費用） (  0) (0.002) 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他） (  0) (0.000) 信託事務に係る諸費用

合 計 36 0.219
作成期中の平均基準価額は、16,632円です。

（注1）作成期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加、解約によって受益権口数に変動があ
るため、簡便法により算出した結果です。

（注2）「比率」欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたもの
です。

（注3）各項目毎に円未満は四捨五入してあります。
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3

NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

【最近５年間の基準価額等の推移について】

・分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド
の運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。また課税条件によっては、騰落率は一律に受益者の収益率
を示すものではない点にご留意ください（以下同じ）。

・実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なりま
す。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すも
のではありません。

・分配金再投資基準価額、ベンチマークは、2012年11月26日の値を基準価額と同一となるように指数化して
います。
ベンチマークは、東証REIT指数（配当込み）です。
東証REIT指数の指数値及び東証REIT指数の商標は、㈱東京証券取引所の知的財産であり、株価指数の算
出、指数値の公表、利用など、東証REIT指数に関するすべての権利・ノウハウ及び東証REIT指数の商標に
関するすべての権利は㈱東京証券取引所が有します。㈱東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値の算出
若しくは公表の方法の変更、東証REIT指数の指数値の算出若しくは公表の停止又は東証REIT指数の商標の
変更若しくは使用の停止を行うことができます。㈱東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値の算出又は
公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、㈱東京証券取引所により、提供、保証又
は販売されるものではなく、㈱東京証券取引所は本商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる
損害に対しても、責任を負いません。
■最近５年間の年間騰落率

2012/11/26 2013/10/23 2014/10/23 2015/10/23 2016/10/24 2017/10/23
設定日 決算日 決算日 決算日 決算日 決算日

基準価額（円） 10,000 14,131 15,768 16,406 17,279 16,030
期間分配金合計（税込み）（円） － 280 420 420 420 420
分配金再投資基準価額騰落率（％） － 44.2 14.8 6.6 7.9 △4.9
ベンチマーク騰落率（％） － 44.1 15.3 7.1 8.5 △4.6
純資産総額（百万円） 40 80 186 312 498 661

（注1）ファンド年間騰落率は、分配金がある場合は分配金（税込み）を再投資したものとして計算します。実
際のファンドにおいては、分配金を再投資するか否かは受益者ごとに異なり、また課税条件によっても
異なるため、上記の騰落率は一律に受益者の収益率を示すものではない点にご留意ください。

（注2）設定日の基準価額及び純資産総額は設定当初の金額です。
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4

NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

【投資環境について】� （第10作成期：2017年４月25日～2017年10月23日）
　東証REIT指数（配当込み）は、当作成期首3,250.81ポイントで始まりました。当作成期首は朝鮮
半島での地政学的な緊張の強まりや仏大統領選挙の結果等から揉み合いで推移しました。６月下旬か
ら７月中旬には、東京都心のオフィス空室率の上昇や首都圏マンション賃料の下落を受けた不動産市
況に対する懸念を背景に大きく下落しました。７月下旬には、日銀が現状の金融政策の維持を決定し
た事や悪化していた不動産市況に改善の兆しが見られた事から反発しました。その後、米国と北朝鮮
の関係悪化が警戒される中、世界的な金利上昇に追随した国内長期金利の上昇及びREITの新規公開
や公募増資発表に伴う需給悪化懸念等から、東証REIT指数（配当込み）は下落基調で推移し、
3,116.09ポイントで当作成期末を迎えました。

【ポートフォリオについて】
　当ファンドは、主としてわが国の取引所に上場されている不動産投資信託受益証券および不動産投
資法人投資証券（以下、総称して「不動産投資信託証券」といいます。）に投資し、東証REIT指数
（配当込み）に連動した投資成果を目指して運用を行います。
　前述のような投資環境のもと、当作成期におきましては、東証REIT指数構成銘柄を同指数と同水
準の比率で保有するよう努めました。また、不動産投資信託証券の保有割合（東証REIT指数先物含
む）を概ね99％以上に保つなど高位な組入れを行い、東証REIT指数（配当込み）との連動性を高め
るよう運用を行いました。当作成期末における不動産投資信託証券の組入比率（先物含む）は
99.7％となっております。
　なお、不動産投資信託証券の組入数につきましては、当該期間における指数銘柄の採用及び除外は
無かった事から、当作成期首同様の58銘柄としました。

【ベンチマークとの差異要因について】
　ベンチマークである東証REIT指数（配当込み）との比較では、ベンチマークの騰落率－4.1％に対
し、0.2％下回りました（※）。主な要因としては、信託報酬要因等がマイナスに寄与しました。
※騰落率は、当作成期首比です。ベンチマーク対比の値は、基準価額に分配金を再投資したベースとの比較です。

（注）基準価額の騰落率は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算しています。
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5

NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

【分配金について】
　当作成期の収益分配金につきましては、利子・配当収益を中心に安定した収益分配を継続的に行う
ことを目指し、基準価額水準、市況動向等を勘案して、第51期から第56期いずれも１万口当たり35
円（税込み）とさせていただきました。
　なお、収益分配金に充てなかった収益につきましては、信託財産に留保し元本と同様の運用を行っ
ております。

■分配原資の内訳� （１万口当たり、税込み）

項 目
第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

2017年４月25日
～2017年５月23日

2017年５月24日
～2017年６月23日

2017年６月24日
～2017年７月24日

2017年７月25日
～2017年８月23日

2017年８月24日
～2017年９月25日

2017年９月26日
～2017年10月23日

当期分配金（円） 35 35 35 35 35 35
(対基準価額比率：％) 0.205 0.208 0.214 0.211 0.215 0.218
当期の収益（円） 26 35 35 35 35 35
当期の収益以外（円） 8 － － － － －

翌期繰越分配対象額（円） 10,498 10,502 10,517 10,532 10,578 10,579
（注1）「対基準価額比率」は、当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、

ファンドの収益率とは異なる点にご留意ください。
（注2）「当期の収益」、「当期の収益以外」は小数以下切捨てで算出しているため合計が「当期分配金」と一

致しない場合があります。
（注3）分配金は、決算日から起算して５営業日までに販売会社より支払いが開始されます。
（注4）分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により普通分配金と元本払戻金（特別分

配金）に分かれます。分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額普通分配金となりま
す。
分配後の基準価額が個別元本を下回る場合は、下回る部分に相当する金額が元本払戻金（特別分配金）、
残りの部分が普通分配金となります。

（注5）元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払
戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。

＜分配金再投資（累積投資）コース＞をご利用の方の税引き後の分配金は、各決算日現在の基準価額に基づいて
自動的に再投資いたしました。

≪今後の運用方針≫
　今後の運用につきましては、引き続き東証REIT指数構成銘柄を東証REIT指数構成比率と同水準の
比率で保有するよう努めるとともに、東証REIT指数先物を活用しながら組入比率を高位に保つこと
により、東証REIT指数（配当込み）との連動性を高めるよう運用を行います。
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6

NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

≪お知らせ≫
　該当事項はありません。

≪当ファンドの概要≫
商 品 分 類 追加型投信／国内／不動産投信／インデックス型
信 託 期 間 2012年11月26日から2022年11月24日

運 用 方 針 この投資信託は、東京証券取引所が発表する東証REIT指数（配当込み）に連動した投資成
果を目指して運用を行います。

主要投資対象 わが国の取引所に上場されている不動産投資信託証券を主要投資対象とします。

運 用 方 法

主としてわが国の取引所に上場されている不動産投資信託証券に投資し、東証REIT指数
（配当込み）に連動した投資成果を目指して運用を行います。
不動産投資信託証券への投資にあたっては、東証REIT指数に採用されている銘柄（採用予
定の銘柄を含みます。）に分散投資を行います。
不動産投資信託証券への投資割合には制限を設けません。
外貨建資産への投資は行いません。

分 配 方 針

毎決算時（原則として毎月23日。ただし、同日が休業日に該当する場合は翌営業日となり
ます。）に、原則として経費控除後の繰越分を含めた利子・配当収益および売買益（評価益
を含みます。）等の全額を分配対象額とし、分配金額は、利子・配当収益を中心に安定した
収益分配を継続的に行うことを目指し、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決
定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配を行わないこともあります。

※＜分配金再投資（累積投資）コース＞の場合、税引き後の分配金は、自動的に無手数料で
再投資されます。
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7

NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

≪当ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較≫

＊2012年10月から2017年９月の５年間の各月末における１年間の騰落率の平均・最大・最小を、
当ファンド及び他の代表的な資産クラスについて表示し、当ファンドと代表的な資産クラスを定量
的に比較できるように作成したものです。

＊当ファンドは2012年11月26日に設定されたため、設定日以前の年間騰落率は、ベンチマークで
ある東証REIT指数（配当込み）のデータを使用しています。

＊各資産クラスの指数
日本株　：東証株価指数（TOPIX）（配当込み）
先進国株：MSCI コクサイ・インデックス（税引前配当込み、円ベース）
新興国株：MSCI エマージング・マーケット・インデックス（円換算ベース）
日本国債：NOMURA-BPI国債
先進国債：シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債：シティ新興国市場国債インデックス（円ベース）

※詳細は最終ページの「指数に関して」をご参照ください。

（注）海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。

＊全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
＊騰落率は直近前月末から60ヵ月遡った算出結果であり、当ファンドの決算日に対応した数値とは

異なります。
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8

NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

≪当該投資信託のデータ≫
（2017年10月23日現在）

【組入上位10銘柄】� 組入銘柄総数：58銘柄
銘 柄 名 比率（％）

１ 日本ビルファンド投資法人 7.0
２ ジャパンリアルエステイト投資法人 6.6
３ 野村不動産マスターファンド投資法人 5.3
４ 日本リテールファンド投資法人 5.1
５ ユナイテッド・アーバン投資法人 4.7
６ オリックス不動産投資法人 4.0
７ 日本プロロジスリート投資法人 4.0
８ 大和ハウスリート投資法人 3.5
９ アドバンス・レジデンス投資法人 3.2
10 日本プライムリアルティ投資法人 3.1
（注1）比率は、純資産総額に対する有価証券評価額の割合です。
（注2）全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書（全体版）に記載されています。

【種別構成等】

（注）比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。「その他」は現金、コール・ローン等です。

【純資産等】

項 目 第51期末 第52期末 第53期末 第54期末 第55期末 第56期末
2017年５月23日 2017年６月23日 2017年７月24日 2017年８月23日 2017年９月25日 2017年10月23日

純 資 産 総 額 639,543,964円 635,482,149円 631,329,498円 647,606,744円 653,918,482円 661,788,693円
受 益 権 総 口 数 375,993,040口 379,112,683口 387,440,186口 391,471,041口 403,300,339口 412,847,955口
１万口当たり基準価額 17,009円 16,762円 16,295円 16,543円 16,214円 16,030円

（注）当作成期間（第51期～第56期）における追加設定元本額は74,029,229円、同解約元本額は
30,307,072円です。

不動産
投資信託証券
97.3％

その他
0.3％

東証REIT
指数先物
2.5％

資産別配分
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通貨別配分
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9

NZAM J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

≪指数に関して≫
■「代表的な資産クラスとの騰落率の比較」に用いた指数について
・東証株価指数（TOPIX）（配当込み）

東証株価指数（TOPIX）は、株式会社東京証券取引所（㈱東京証券取引所）の知的財産であり、
指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウ及び東証株価指数
（TOPIX）の商標又は標章に関するすべての権利は㈱東京証券取引所が有しています。なお、本
商品は、㈱東京証券取引所により提供、保証又は販売されるものではなく、㈱東京証券取引所は、
本件商品の発行又は売買に起因するいかなる損害に対しても、責任を有しません。

・MSCI コクサイ・インデックス（税引前配当込み、円ベース）
MSCI コクサイ・インデックスは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、同指数に対する著作権及び
その他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

・MSCI エマージング・マーケット・インデックス（円換算ベース）
MSCI エマージング・マーケット・インデックスは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、同指数に
対する著作権及びその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

・NOMURA-BPI国債
「NOMURA-BPI国債」は、野村證券株式会社が公表している指数で、その知的財産権は野村證券
株式会社に帰属します。なお、野村證券株式会社は、対象インデックスを用いて行われる事業活
動・サービスに関し一切責任を負いません。

・シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
シティ世界国債インデックスはCitigroup Index LLCにより開発、算出および公表されている債券
インデックスです。

・シティ新興国市場国債インデックス（円ベース）
シティ新興国市場国債インデックスはCitigroup Index LLCにより開発、算出および公表されてい
る債券インデックスです。
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